
12月4日（水）大阪会場

源泉所得税の基礎講座

（株）税務研究会 関西総局
〒540-6591  大阪市中央区大手前1-7-31（OMMビル5F）

TEL
FAX

(06 )  6943 -2251
(06 )  6943 -2253

開  催  要  領

日　　時

会　　場

受 講 料

申込方法

2019 年 12 月 4 日（水） 午前10時～午後 4時 30分 

ホームページからお申込みいただくか、裏面の「申込書」に必要事項をご記入の上、
FAXにてお申込みください。
◆キャンセルの場合は、開催日の前営業日15時までにご連絡ください（受講料ご返金の際の振込手数料はお客さま負担となります）。
◆代理の方のご出席もお受けいたします。　◆当日欠席された場合は、返金は致しかねますのでご了承ください。
◆定員に達しない場合は、中止になることがございますのでご了承ください。

★この研修会は無料クーポン適用対象講座です。クーポンをご利用
　の方は、会員サイト「税研ウェブサービス」からお申込みください。

大阪マーチャンダイズ・マート（OMMビル）
大阪市中央区大手前1-7-31　TEL(06)6943-2020

京 阪 電 車
地下鉄谷町線 OMM地下2階に連絡【天満橋】駅・東出口

【天満橋】駅・1番出口

2階 会議室

1名様につき（テキスト・昼食代・消費税含む）

  37,400円    ［会員 34,100円］ 税 研 ウ ェ ブ
サービス各種
会員サイト入口

～初心者でも年末調整、法定調書の作成ができるようになる！～

◆ 源泉所得税は、経理や給与担当者にとって、所得税の基本です。
◆ 年末調整、法定調書を作成する前に、基本的な事項を確認します。
◆ 源泉所得税は、その取扱いを間違うと対象者が多く、ペナルティーも
　 大きくなります。
◆ 事例を踏まえ、気をつけるべき注意点を説明します。

所得税の源泉徴収制度は、給与や利子、配当、報酬などについて、その支払者（源泉徴収義務者）に対し、

支払時に所得税を徴収し、国に納付する制度です。

源泉徴収については、知識不足や間違った思い込みによる誤った処理も多く、税務調査で指摘されることも

少なくありません。

今回は、年末調整で必要になる給与所得を中心に説明します。
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紹 

介

税理士  柏 木　英 樹 氏
かしわ   ぎ　　  ひで　 き

　平成4年横浜市立大学文理学部卒業、一般企業・税理士事務所勤務を経て、平成１５年税理士登録と同時
　に柏木英樹税理士事務所開設。
   大阪産業大学大学院経済学研究科非常勤講師（2019～）、近畿税理士会調査研究部副部長（2016～2019）
　近畿税理士会情報化対策部部員（2019～）

　【著書】「中小企業の会計に関する指針ガイドブック」（清文社・共著）、「弁護士と税理士との相互質疑応答集」
　（清文社・共著）、「税制改正の改正点早わかりQ&A」（セルバ出版・共著）



「源泉所得税の基礎講座」申込書

個人情報
の取扱い

ご記入いただいた個人情報は、当社商品の案内やセミナー開催に関する情報の提供に使用させていただくほか、当社がおすすめするサービスのご案内にも使用させ
ていただく場合がございます。また、登録情報は厳重に管理し、第三者に開示することはございません。個人情報の取り扱いに関する詳細は、web(https://ww
w.zeiken.co.jp/privacy/)でご確認ください。

【12月4日（水）】

　　　　年　 月　 日受講料　　　　　　　円は別途送金いたします。 No.122136

振込先金融機関 銀　行  ※手数料はお客様負担になります。　・　郵　振　　（いずれかに　　　）　

お客様コード

〒所　 在　 地

部課名・役職名 ・ ・

氏　名

e - m a i l

フリガナ

T　　E　　L

会　 社　 名
（ 事 務 所 名 ）

フリガナ

F　A　X

参
加
者

 お客様コードは送付の封筒に記載されている8ケタの数字です。
【3名様以上のお申込の場合は、恐縮ですがコピーにてご記入願います】

※受講票はご記入いただいたメールアドレスへお送り致しますので、メールアドレスをお持ちの方は必ずご記入ください。

 1  .  退職所得の源泉徴収
 2  .  非居住者に対する課税

その他Ⅴ

Ⅰ

 1  .  源泉徴収義務者　
 2  .  徴収時期 
 3  .  納税地  
 4  .  納期限  

源泉徴収制度の基本

Ⅱ 給与所得の源泉徴収

 1  .  範囲
 2  .  非課税（通勤手当、出張旅費等、慶弔金
　　 等）
 3  .  現物給与（食事代、創業記念品等、永年
　　 勤続記念品等、社員旅行、社宅等）
 4  .  給与所得の源泉徴収の際の注意点（扶
　　 養控除等申告書、配偶者控除等申告書）
 5  .  年末調整の仕組み（対象者、実務で注意
　　 すべき点、住宅ローン控除）
 6  .  源泉徴収票（作成のポイント、記載内容）
 7  .  給与支払報告書  

 1  .  対象者
 2  .  留意点
 3  .  支払調書

Ⅲ 報酬、料金等の源泉徴収

Ⅳ 法定調書

 1  .  法定調書の対象
 2  .  不動産関係（使用料、譲受け、売買又は
　　  貸付の斡旋手数料）
 3  .  法定調書の合計表
 4  .  配当、利子の支払調書

◆主な研修内容◆


